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第9章 環境影響評価項目に関する環境保全のための措置 

環境影響評価項目に関する環境保全措置の検討にあたっては、以下に示す考え方を基本とし

た。 

 

(1)環境保全措置の検討に当たっては、環境への影響を回避又は低減することを優先するものと

し、これらの検討結果を踏まえ、必要な場合に本事業の実施により損なわれる環境要素の持

つ環境の保全の観点からの価値を代償するための代償措置を検討する。 

(2)環境保全措置の実施時期、実施期間等は計画の熟度に対応し、関係機関と連携を取りつつ適

切に選定する。 

(3)環境保全措置についての複数の案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられてい

るか否かの検証等を通じて、講じようとする環境保全措置の妥当性を検証し、適切な措置を

講ずることとする。 

 

各環境影響評価項目に関して講ずることとした環境保全措置は第 8 章に示すとおりである。 

なお、本準備書において具体的な位置・規模等の計画を明らかにすることが困難かつ環境影

響の大きい付帯施設（発生土置き場）に関する環境保全措置は、準備書第 9 章に示すとおりで

ある。 

 

第10章 環境の保全のための措置が将来判明すべき環境の状況に応じて講ずるも 

のである場合における、当該環境の状況の把握のための措置 

事後調査計画の検討に当たっては、以下に示す考え方を基本とした。 

 

(1)事後調査の必要性等の検討に当たっては、「予測の不確実性の程度」、「環境保全措置の効果

の程度」を勘案する。 

(2)事後調査項目、手法の選定に当たっては、事後調査の結果が環境影響評価の結果と比較でき

るような内容とする。 

(3)事後調査の実施そのものに伴う環境への影響を回避又は低減するため、可能な限り環境への

影響の少ない調査手法を選定するものとする。 

(4)事後調査の結果、環境への著しい影響が確認された場合又は予測された場合には、関係機関

と連携をとり、必要な措置を講ずるものとする。 

 

各環境影響評価項目に関して実施することとした事後調査の内容は、第 8 章に示すとおりで

ある。 

なお、本準備書において具体的な位置・規模等の計画を明らかにすることが困難かつ環境へ

の影響が大きい付帯施設（発生土置き場）に関する環境保全措置の効果は準備書第 10 章に示す

事後調査により確認する。 


